
 

 

議案第３４号 

 

山陽小野田市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

山陽小野田市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

平成３０年２月１９日提出 

 

山陽小野田市長 藤 田 剛 二   

 

山陽小野田市介護保険条例の一部を改正する条例 

山陽小野田市介護保険条例（平成１７年山陽小野田市条例第１１６号）の一

部を次のように改正する。 

第１５条各号列記以外の部分中「平成２７年度から平成２９年度まで」を

「平成３０年度から平成３２年度まで」に改め、同条第１号中「３２，４００

円」を「３３，０００円」に改め、同条第２号中「４５，３６０円」を「 

４６，２００円」に改め、同条第３号中「４８，６００円」を「４９，５００

円」に改め、同条第４号中「５８，３２０円」を「５９，４００円」に改め、 

同条第５号中「６４，８００円」を「６６，０００円」に改め、同条第６号中

「７１，２８０円」を「７２，６００円」に改め、同号ア中「という。）」を

「という。）（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第１

項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１

項、第３５条第１項、第３５条の２第１項又は第３６条の規定の適用がある場

合には、当該合計所得金額から同法第３８条第４項に規定する特別控除額を控

除して得た額とする。以下この項において同じ。）」に改め、同号イ中「又は

第９号イ」を「、第９号イ又は第１０号イ」に改め、同条第７号中「 

８１，０００円」を「８２，５００円」に改め、同号イ中「又は第９号イ」を

「、第９号イ又は第１０号イ」に改め、同条第８号中「９７，２００円」を

「９９，０００円」に改め、同号イ中「又は次号イ」を「、次号イ又は第１０

号イ」に改め、同条第９号中「１１３，４００円」を「１１５，５００円」に

改め、同号イ中「部分を除く。）」を「部分を除く。）又は次号イ」に改め、



 

 

同条第１０号中「１２９，６００円」を「１４８，５００円」に改め、同号を

同条第１１号とし、同条第９号の次に次の１号を加える。 

(10) 次のいずれかに該当する者 １３２，０００円 

ア 合計所得金額が１，０００万円未満である者であり、かつ、前各号の

いずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）に該当する者を除

く。） 

 第１５条に次の１項を加える。 

２ 所得の少ない第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る前項第１

号に該当する者の平成３０年度から平成３２年度までの各年度における保険

料率は、同号の規定にかかわらず、２９，７００円とする。 

 第２４条第１項に次の１号を加える。 

(5) 法第６３条の規定により、保険給付の制限を受けていること。 

第２８条中「被保険者、第１号被保険者」を「被保険者、被保険者」に、

「若しくは第１号被保険者」を「若しくは被保険者」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の山陽小野田市介護保険条例第１５条の規定は、平成３０年度以後

の年度分の保険料から適用し、平成２９年度分までの保険料については、な

お従前の例による。 
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議案第３４号参考資料 

 

山陽小野田市介護保険条例新旧対照表 

改正後 改正前 

（保険料率） 

第１５条 平成３０年度から平成３２年度までの各年度にお

ける保険料率は、次の各号に掲げる第１号被保険者の区分

に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

（保険料率） 

第１５条 平成２７年度から平成２９年度までの各年度にお

ける保険料率は、次の各号に掲げる第１号被保険者の区分

に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下

「令」という。）第３９条第１項第１号に掲げる者 

３３，０００円 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下

「令」という。）第３９条第１項第１号に掲げる者 

３２，４００円 

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４６，２００円 (2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４５，３６０円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ４９，５００円 (3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ４８，６００円 

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ５９，４００円 (4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ５８，３２０円 

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６６，０００円 (5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６４，８００円 

(6) 次のいずれかに該当する者 ７２，６００円 (6) 次のいずれかに該当する者 ７１，２８０円 

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条

第１項第１３号に規定する合計所得金額（以下「合計

所得金額」という。）（租税特別措置法（昭和３２年

法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、

第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３

第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項又は第

３６条の規定の適用がある場合には、当該合計所得金

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条

第１項第１３号に規定する合計所得金額（以下「合計

所得金額」という。）が１２５万円未満である者であ

り、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 
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額から同法第３８条第４項に規定する特別控除額を控

除して得た額とする。以下この項において同じ。）が 

１２５万円未満である者であり、かつ、前各号のいず

れにも該当しないもの 

イ 要保護者（生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号）第６条第２項に規定する要保護者をいう。以下同

じ。）であって、その者が課される保険料額について

この号の区分による額を適用されたならば保護（生活

保護法第２条に規定する保護をいう。以下同じ。）を

必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号イ、第８号

イ、第９号イ又は第１０号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者（生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号）第６条第２項に規定する要保護者をいう。以下同

じ。）であって、その者が課される保険料額について

この号の区分による額を適用されたならば保護（生活

保護法第２条に規定する保護をいう。以下同じ。）を

必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号イ、第８号イ

又は第９号イに該当する者を除く。） 

(7) 次のいずれかに該当する者 ８２，５００円 (7) 次のいずれかに該当する者 ８１，０００円 

ア （略） ア （略） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につ

いてこの号の区分による額を適用されたならば保護を

必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号イ、第９号イ

又は第１０号イに該当する者を除く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につ

いてこの号の区分による額を適用されたならば保護を

必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号イ又は第９号

イに該当する者を除く。） 

(8) 次のいずれかに該当する者 ９９，０００円 (8) 次のいずれかに該当する者 ９７，２００円 

ア （略） ア （略） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につ

いてこの号の区分による額を適用されたならば保護を

必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につ

いてこの号の区分による額を適用されたならば保護を

必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１
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号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号イ又は第１０

号イに該当する者を除く。） 

号イ（(1)に係る部分を除く。）又は次号イに該当す

る者を除く。） 

(9) 次のいずれかに該当する者 １１５，５００円 (9) 次のいずれかに該当する者 １１３，４００円 

ア （略） ア （略） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につ

いてこの号の区分による額を適用されたならば保護を

必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（(1)に係る部分を除く。）又は次号イに該当す

る者を除く。） 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につ

いてこの号の区分による額を適用されたならば保護を

必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（(1)に係る部分を除く。）に該当する者を除

く。） 

(10) 次のいずれかに該当する者 １３２，０００円  

ア 合計所得金額が１，０００万円未満である者であ

り、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額につ

いてこの号の区分による額を適用されたならば保護を

必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（(1)に係る部分を除く。）に該当する者を除

く。） 

 

(11) 前各号のいずれにも該当しない者 

１４８，５００円 

(10) 前各号のいずれにも該当しない者 

１２９，６００円 

２ 所得の少ない第１号被保険者についての保険料の減額賦

課に係る前項第１号に該当する者の平成３０年度から平成

３２年度までの各年度における保険料率は、同号の規定に

かかわらず、２９，７００円とする。 
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（保険料の減免） 

第２４条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち

必要があると認められる者に対し、保険料を減免すること

ができる。   

（保険料の減免） 

第２４条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち

必要があると認められる者に対し、保険料を減免すること

ができる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 法第６３条の規定により、保険給付の制限を受けてい

ること。 

 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

第２８条 被保険者、被保険者の配偶者若しくは被保険者の

属する世帯の世帯主その他その世帯に属する者又はこれら

であった者が正当な理由なしに、法第２０２条第１項の規

定により文書その他の物件の提出若しくは提示を命ぜられ

てこれに従わず、又は同項の規定による当該職員の質問に

対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたときは、１０

万円以下の過料に処する。 

第２８条 被保険者、第１号被保険者の配偶者若しくは第１

号被保険者の属する世帯の世帯主その他その世帯に属する

者又はこれらであった者が正当な理由なしに、法第２０２

条第１項の規定により文書その他の物件の提出若しくは提

示を命ぜられてこれに従わず、又は同項の規定による当該

職員の質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をした

ときは、１０万円以下の過料に処する。 

 


